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を通じてお申込みください。販売会社については東京海上アセットマネジメントにお問合せください。



設定来の基準価額の推移（2020年10⽉30⽇時点）
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時代

グループ 1
ロケット・衛星開発製造、打ち上げサービス

グループ 2
宇宙データの利⽤サービス

グループ 3
宇宙ビジネスを⽀える関連ビジネス

ドローンによる
宅配

機内WiFiサービス

航海情報
サービス

位置情報
ゲーム

スマート農業

ロケット開発製造、打ち上げサービス

衛星開発製造

衛星制御・管理

測位衛星

観測衛星

通信・放送衛星

エンジニアリング・建設

ITシステム

保険

※宇宙データとは、⼈⼯衛星を通じて得られた測位、観測、通信等のデータをさします。
※上記のグループの分類は当ファンドの運⽤を⾏うアリアンツGIによるものです。

宇宙は、私たちの⽣活を⽀える様々なサービスを提供する空間として、
これからは⺠間主導で更なる活⽤が期待されます。
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グループ 4 新たな宇宙ビジネス

＊グループ4は、アリアンツGIによる分類で、宇宙旅⾏、宇宙資源開発等
の新たな宇宙ビジネスをさします。

（注）オランダ、スウェーデン、ルクセンブルグにも拠点を有します。
※企業例に記載の銘柄は未上場のため、当ファンドへの組み⼊れはありま

せん（2020年10⽉末現在）。また個別銘柄への投資を推奨するも
のではありません。

※上記は過去の情報および将来の予測であり、当ファンドの運⽤成果等
を⽰唆・保証するものではありません。

出所︓各種資料より東京海上アセットマネジメ
ント作成

※上記はイメージ図であり、すべてを⽰すもので
はありません。
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出所︓アリアンツGI、各種資料より東京海上アセットマネジメント作成※上記は作成時点におけるアリアンツGIおよび弊社の⾒解であり、将来の動向等を⽰唆・保証するものではありません。
※上記はイメージ図であり、すべてを⽰すものではありません。
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3つの成⻑ドライバー

⼩型化
1

低コスト化
2

宇宙ビッグデータの解析
3

10m台のロケット、10cm四⽅の
⼈⼯衛星など、関連機器の⼩型
化が進んでいます。
⼩型化により、開発期間の短縮
化、⼤量⽣産の実現などが⾒込ま
れています。

3Dプリンターを利⽤した部品の単
純化や共通化などにより、製造コス
トは低下傾向にあります。
また、再利⽤ロケットの導⼊で打ち
上げコストを従来の100分の１に
する計画も発表されています。

⼈⼯衛星から得られたビッグデータ
をAIが解析することにより、⼈間が
気付くことのなかった「意味のある
データ」が⽣まれ、様々な産業で活
⽤されています。

※上記はイメージ図です。
※上記は過去の情報および将来の予測、作成時点における弊社の⾒解であり、将来の動向等を⽰唆・保証するものではありません。
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世界の宇宙ビジネスの市場規模（売上⾼）

＊1⽶ドル＝104.6円（2020年7⽉末時点）で円換算
※2020年以降は、Morgan Stanleyによる予測値。2040年までに世界のインターネットの普及率が100％になるものとして算出した数値です。
※2030年以降は、超⾳速⾶⾏ビジネスの市場規模（売上⾼）を含みます。
出所︓SIA、Morgan Stanley Research、Thomson Reuters、アリアンツGI、各種資料より東京海上アセットマネジメント作成
※上記は過去の情報および将来の予測、作成時点における弊社の⾒解であり、将来の動向等を⽰唆・保証するものではありません。
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出所︓スタティスタ、各種資料より東京海上アセットマネジメント作成
※上記は過去の情報および作成時点の弊社の⾒解であり、将来の動向等を⽰唆・保証するものではありません。
※上記はイメージ図であり、すべてを⽰すものではありません。

⼈⼯衛星は⾼頻度で世界中を撮影できるようになり、そのデータは様々な産業で活⽤されています。

⼩型化、低コスト化により
企業の参⼊が相次ぎ、
⼈⼯衛星の⼤量打ち上げ
が予定されています。

衛星の打ち上げ申請数

8,731基
※2016年に⽶当局に打ち上げ申請

された⾮静⽌軌道の衛星数。

衛星コンステレーションとは・・・
多数の⼈⼯衛星を連携させる運⽤⼿法。通信範囲を補い合い、全地球的な交信を可能にすることが期待されています。
※コンステレーションとは、星座の意。
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「宇宙ビッグデータの解析」により、様々な産業で活⽤

出所︓スタティスタ、各種資料より東京海上アセットマネジメント作成
※上記は過去の情報および作成時点の弊社の⾒解であり、将来の動向等を⽰唆・
保証するものではありません。
※上記はイメージ図であり、すべてを⽰すものではありません。



設定来の基準価額の推移（2020年10⽉末時点）
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※基準価額、基準価額（税引前分配⾦再投資）は信託報酬控除後のもので、1万⼝当たりで表⽰しています。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運⽤成果をお約束するものではありません。※設定⽇は為替ヘッジなしが2018年9⽉12⽇、為替ヘッジありが2019年4⽉9⽇です。

＜為替ヘッジなし＞
2018/9/12（設定⽇）~2020/10/30、⽇次

＜為替ヘッジあり＞
2019/4/9（設定⽇）~2020/10/30、⽇次
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ポートフォリオの状況（2020年10⽉末時点）
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当ファンドは、ファミリーファンド⽅式により運⽤を⾏っており、東京海上・宇宙関連株式マザーファンドの資産の状況を記載しています。
※⽐率は、純資産総額に占める割合です。業種は、GICS（世界産業分類基準)セクター分類です。
※グループ分類は、アリアンツ・グローバル・インベスターズU.S.LLC（以下、アリアンツGI）による分類です。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運⽤成果をお約束するものではありません。
※マザーファンドの設定⽇は2018年9⽉12⽇です。
※個別銘柄への投資を推奨するものではありません 。

グループ ⽐率（％）

グループ１ ロケット・衛星開発製造、打ち上げサービス 31.6 

グループ２ 宇宙データの利⽤サービス 30.4

グループ３ 宇宙ビジネスを⽀える関連ビジネス 32.2

グループ４ 新たな宇宙ビジネス 3.9 

銘柄 国・地域 業種 グループ ⽐率
1 ヴァージン・ギャラクティック・ホールディングス アメリカ 資本財・サービス グループ４ 3.9 
2 スピレント・コミュニケーションズ イギリス 情報技術 グループ２ 3.1 
3 キーサイト・テクノロジーズ アメリカ 情報技術 グループ２ 2.7 
4 Ｌ３ハリス・テクノロジーズ アメリカ 資本財・サービス グループ１ 2.6 
5 アマゾン・ドット・コム アメリカ ⼀般消費財・サービス グループ３ 2.5 
6 ベリスク・アナリティクス アメリカ 資本財・サービス グループ３ 2.4 
7 テレダイン・テクノロジーズ アメリカ 資本財・サービス グループ１ 2.4 
8 アクサルタ・コーティング・システムズ アメリカ 素材 グループ１ 2.3 
9 テレフォナクティーボラーゲＬＭエリクソン スウェーデン 情報技術 グループ２ 2.2 
10 イリジウム・コミュニケーションズ アメリカ コミュニケーション・サービス グループ２ 2.2 

＜グループ別構成＞

＜組⼊上位10銘柄（組⼊銘柄数︓62銘柄）＞

グループ別構成の推移
2018/9末~2020/10末、⽉次
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宇宙関連ビジネスの今後の⾒通し

※上記は2020年10⽉末時点における過去の実績および将来の予測であり、将来の運⽤成果をお約束するものではありません。

※ 下記は、当ファンドのマザーファンドにおける株式の実質的な運⽤を⾏っている、アリアンツGIの2020年10⽉末時点における⾒解です。
今後変更になる場合があります。

 この先1〜2年間は宇宙関連ビジネスにとって、さらなる市場拡⼤に繋がる新たなビジネスの発⽣や官⺠の取り組み
強化等により、エキサイティングな時期になると考えています。

 技術の進歩に伴い、多くの新しく魅⼒的な投資機会が⽣まれています。このような流れにより今後数年のうちに実⽤化
や商⽤化が進み、収益を⽣み出すものになると⾒ています。

 当ファンドの運⽤にあたっては、宇宙関連ビジネスや宇宙関連企業の調査・分析を通じて、成⻑性の⾼いビジネスを
展開する企業に投資を⾏い、中⻑期的な信託財産の成⻑を⽬指します。

＜注⽬している宇宙関連ビジネス＞

1. 低軌道の⼈⼯衛星を活⽤したインターネットアクセス
2. 再利⽤ロケットによるコストの更なる低下

3. ⼈⼯衛星を活⽤したクラウドサービスの進展
4. 宇宙開発に対する官⺠の取り組みの強化
5.  宇宙旅⾏などの新たなサービスの商業化

＜注⽬している宇宙関連ビジネス＞

1. 低軌道の⼈⼯衛星を活⽤したインターネットアクセス
2. 再利⽤ロケットによるコストの更なる低下

3. ⼈⼯衛星を活⽤したクラウドサービスの進展
4. 宇宙開発に対する官⺠の取り組みの強化
5.  宇宙旅⾏などの新たなサービスの商業化



今後の宇宙関連のトピック（⼀例）
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ヴァージン・ギャラクティック社による商⽤宇宙旅⾏の開始
リチャード・ブランソン⽒が率いるヴァージン・ギャラクティック社の宇宙旅⾏の開始
が、2021年上半期にもスタートする予定です。宇宙旅⾏には25万⽶ドルの費
⽤が掛かるにも関わらず、すでに9,000⼈の⾒込み客を集め、そのうち400⼈が
1,000⽶ドルの保証⾦の⽀払いを済ませるなど、その関⼼の⾼さと潜在的な需
要の⾼さがうかがえます。
また、ジェフ・ベゾス⽒のブルーオリジンやイーロン・マスク⽒のスペースXのほかスペー
ス・アドベンチャーズなどが宇宙旅⾏サービスを計画しています。

※上記は2020年10⽉末時点における将来の予測であり、将来の運⽤成果をお約束するものではありません。
※上記で紹介した企業について、当ファンドへの組み⼊れを⽰唆・保証するものではなく、個別銘柄への投資を推奨するものではありません 。

2020年11⽉15⽇（⽇本時間）の野⼝聡⼀⽒に続き、 2021年春には
星出 彰彦⽒が⽶国の新型宇宙船「クルードラゴン」の2号機で国際宇宙ス
テーション（ISS）に出発予定。ISSでは船⻑を務める予定です。
また、2021年秋ころまでに新たな⽇本⼈宇宙⾶⾏⼠候補を採⽤すると発表
されました。⽇本は、⽶国主導の有⼈⽉探査「アルテミス計画」に参加してお
り、採⽤された候補者が、⽇本⼈として初めて⽉⾯に降り⽴つ可能性もありま
す。

⽇本⼈宇宙⾶⾏⼠「星出 彰彦」⽒が船⻑として
3回⽬の国際宇宙ステーションへ



今後実施予定の宇宙関連イベント
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※上記は当資料作成時点における計画、将来の予想等であり、各イベントの実⾏時期、実現等を保証するものではありません。また、上記は⼀例をあげたものであり、すべてを⽰すものではあ
りません。※上記で紹介した企業について、当ファンドへの組み⼊れを⽰唆・保証するものではなく、個別銘柄への投資を推奨するものではありません 。なお、ヴァージン・ギャラクティック、ボーイン
グは、当ファンドの保有銘柄です。（2020年10⽉末時点）。
＊ 2020年以降は、Morgan Stanleyによる予測値。2040年までに世界のインターネットの普及率が100％になるものとして算出した数値です。

出所︓各種報道、各社HP、 SIA、Morgan Stanley Research、Thomson Reuters、アリアンツGIより東京海上アセットマネジメント作成
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東京海上アセットマネジメントにお問い合わせください。



ご留意事項
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 当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰資料ではありません。お申込みに当

たっては必ず投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧の上、ご⾃⾝でご判断ください。投資信託説明書（交付⽬論⾒書）は販売会社

までご請求ください。

 当資料の内容は作成⽇時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

 当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載された

図表等の内容は、将来の運⽤成果や市場環境の変動等を⽰唆・保証するものではありません。

 投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は

変動します。したがって、元本が保証されているものではありません。

 投資信託は⾦融機関の預⾦とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運⽤指図によって信託財産に⽣じた利益およ

び損失は、全て投資家に帰属します。

 投資信託は、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適⽤はありません。

 投資信託は、預⾦および保険契約ではありません。また、預⾦保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。

 登録⾦融機関から購⼊した投資信託は投資者保護基⾦の補償対象ではありません。


